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要旨：民生用電子機器の多くは 1990年代後半から技術標準のデジタル化が進み，コモディティ化が加速し

た．その原因は製品アーキテクチャのモジュール化と，それに伴うグローバルな水平分業の進展であった．

モジュール化によってプロダクトの性能は短期間で上昇したが，その一方で技術開発に見合った利益が獲得

しにくいという競争環境が生まれた．多くの日本企業には技術開発を先行させる製品差別化を競争戦略とし

てきた歴史があり，将来を展望するためには製品差別化に頼らない競争戦略を編み出すことが必要である． 
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１．はじめに 

  

民生用電子機器を中心とするエレクトロニクス

産業は 1980 年代まで日本の産業界をリードして

いた．国内メーカーは日本人に根強い相互扶助の

精神を活用して，集団主義を組織に反映させる家族

型経営を積極的に展開した．家族型経営は垂直統合

型のものづくりに強みを発揮し，国内メーカーに高

い国際競争力をもたらした（佐々木：2018）． 
ところが，1990 年代になると，ビデオレコーダ

ー，静止画カメラ，ビデオカメラといった民生用電

子機器ではデジタル技術のデファクト・スタンダー

ド化が相次ぎ，先端技術を搭載した製品が安価で手

に入るようになり，国内メーカーの製品開発が利益

に結びつかないコモディティ化と呼ばれる現象が

見られるようになった．一般的に，その原因として

知られるのはクローズ統合型からオープン分業型

への産業構造の転換である．すなわち，民生用電

子機器の多くがひとつの工場で部品を擦り合わせ

ながら組み立てを行うインテグラル型の製造プロ

セスを廃止して，国際分業を基本とするモジュー

ル型の製造プロセスに移行したことである． 
本稿では，製品アーキテクチャとコモディティ

化の関係に焦点を当てることにして，この問題を

取り上げた先行研究をレビューしながら，日本の

エレクトロニクス産業が陥った民生用電子機器の

コモディティ化の原因を解説することにしたい． 

 

 

２．コモディティ化の原因 

 
コモディティ化とは，本来は製品差別化で得ら

れるはずの余剰利益を市場で獲得できなくなった

状況のことをいう（Christensen and Raynor：
2003）．一般的に，製品はライフサイクルの成熟

期を迎えるとコモディティ化していく傾向を持っ

ているが，高度な技術を用いた製品では，成熟期

に達する前にコモディティ化していく現象が見ら

れる（榊原：2005，p218）． 
デジタル機器のコモディティ化に関する先行研

究には，クオーツ・イノベーションと腕時計のコ

モディティ化の関係を実証した研究（榊原・松本：

2005），デジタルビデオディスク（DVD），薄型

テレビ，ノート型パソコンなどのデジタル家電を

取り上げてモジュール化とコモディティ化の関係

を分析した研究（延岡・伊藤・森田：2006），デ

ジタルスチルカメラ（DSC）を取り上げて，水平

分業とアーキテクチャのプラットフォーム化がコ

モディティ化を促進することを実証した研究（伊

藤：2005a），などがある．また，自動車とデジタ

ル家電の比較研究では，コモディティ化の原因は

製品アーキテクチャにあることが明らかにされて

いる（柴田：2008）．それによると，製品アーキ

テクチャがモジュール型に移行して，そのモジュ

ールが市場で容易に調達できる状況になるとアッ

センブリも容易になって参入障壁が低下するとし

ており，デジタル家電はまさにその状態であるこ

とが指摘されている（柴田：2008，p56）． 
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これらのほかにもコモディティ化の要因を分析

した研究成果がある．榊原・香山（2006）は，コ

モディティ化の一般的な要因として，製品アーキ

テクチャの変化，経済のグローバル化，企業ドメ

インの多様化の３点をあげている．それによれば，

製品アーキテクチャがモジュール化すると参入障

壁は低下するので，それまで技術的に及ばなかっ

た新興工業国が相次いで製造に参入して市場の取

引コストが低下し，経済のグローバル化は国際分

業を促進するので水平分業に有利な環境をもたら

し，オープン・モジュール型の製品開発に企業ド

メインを特化させた企業は，日本企業の強みであ

ったフルセット統合型のものづくり能力による競

争優位性を「製品同質化」という戦略によって打

ち消すようになるとするのである． 
デジタル家電のコモディティ化を分析した延

岡・伊藤・森田（2006）は，コモディティ化を加

速させた要因について論じている．この研究では，

製品アーキテクチャのモジュール化だけでなく，

その他の要因として「中間財の市場化」や「顧客

価値の頭打ち」が挙げられている．すなわち，コ

モディティ化の要因は中間財の市場化によってコ

スト競争が激しくなったことに加えて，製品その

ものに対する支払意欲（willingness to pay）が頭

打ちになっていることにあると指摘する． 
延岡（2006）は，その支払意欲（willingness to 

pay）について，顧客ニーズが頭打ちすると製品

がモジュール化するという方向だけでなく，モジ

ュール化そのものが製品に対する顧客ニーズの頭

打ちを誘導する作用があることを指摘して，モジ

ュール化には技術イノベーションを促進する効果

があるために，企業間競争では機能的価値の優位

性ばかりが先走りしてしまうことを理由に挙げて

いる．とりわけ，デジタル家電では顧客ニーズが

機能的価値に限定されていく傾向があり，例えば

アナログ技術で簡単に解消できなかったレベルの

雑音・映像の乱れであっても，デジタル技術を用

いた映像や音声では容易に除去できるようになる

ので，顧客ニーズは頭打ちになって差別化は困難

になるとするのである（延岡：2006，p95） 
延岡（2006）の論に従うと，民生用電子機器に

関する限りでは，革新的な技術開発をベースに製

品の機能的価値を高めていく「差別化戦略」を用

いてコモディティ化を抑止することは極めて困難

であるという結論が導かれることになる． 

３．モジュール化と競争優位性 

 
前章でレビューした先行研究を踏まえると，日

本のエレクトロニクス産業の競争力をとりまく課

題が明らかになろう．第一の課題は，製品アーキ

テクチャと国内メーカーの組織能力の「型」が整

合していないことである．日本企業の競争力が製

品アーキテクチャの影響を強く受けており，モジ

ュール型の製品アーキテクチャに適応できていな

いこともすでに指摘されている（伊藤：2005b，
榊原：2005）．この点については，モジュール化，

標準化，オープン化は不可逆的な流れであって，

このトレンドは一層加速して国内メーカーの存在

意義は低下し続けていくことが指摘されている

（延岡：2011，pp.278-279）． 
確かに，日本のエレクトロニクス産業は，技術

先行型のインテグラルな製品開発を志向してきた

ためか，アナログ技術を標準とする製品において

も，製品アーキテクチャがモジュール化すると事

業撤退する事例が少なくない．例えば，1978 年に

発売された VHS ビデオレコーダーは，1990 年代

に信号処理回路がワンチップ化されてモジュール

化に向かうと日本企業は相次いで撤退した．この

ように，国内メーカーはモジュール化を不得手と

している．モジュール化した製品に新しい要素技

術を取り入れると再度インテグラル化する「逆シ

フト現象」が起こる可能性はあるが，すでに安定

しているモジュール型の製品アーキテクチャを変

更するには多大なコストがかかり，将来的にもた

らされる利益がコストよりも大きいかどうかの見

通しが不確実であるために，深刻な経営判断が生

じる（柴田：2008，pp.69-74）．したがって，一

度モジュール化した製品をインテグラルに逆シフ

トさせることは容易ではない． 
輸送機器産業では，製品アーキテクチャのモジ

ュール化に逆らうことなく，その現実に向き合っ

ている国内メーカーがある．本田技研工業は中国

の二輪車事業において中国メーカーの汎用部品を

活用してモジュール型のものづくりに踏み出して

おり，モジュール型のものづくりによって生み出

したコストダウンの技術やアッセンブルのノウハ

ウを先進国へ展開する「リバースイノベーション」

に取り組んでいるという（長内・榊原：2012）． 
第二の課題は，国際分業の現実と国内メーカー

の事業構造が整合しなくなったことである．経済
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のグローバル化が水平分業に有利な環境を醸成し

ていく中で，多くの国内メーカーはセット品の事

業だけでなく中間財にあたる電子部品も独立採算

制の事業として手がけており，このことによって

国内メーカーが供給する中間財が広くオープン市

場化することになり，自らがセット品の水平分業

を助けてしまうという，ジレンマのような事業構

造がコモディティ化の一因になっている． 
伊藤（2005b）は，セット品とデバイスの兼業

が日本のデジタル機器産業の特徴であるととらえ

ており，これを「不完全な水平分業」と呼んでい

る．それによれば，垂直統合型のものづくりにお

いて，セット品の完成度はデバイスの完成度を高

め，そのデバイスを一般市場で調達すれば，水平

分業に特化したメーカーでもセット品の完成度が

上がってコスト競争力は増すとされている．つま

り，不完全な水平分業は中間財市場を活性化させ

るものの，それと同時にセット品のコモディティ

化を誘発するというのである．また，不完全な水

平分業のもとでは，ブラックボックス技術を活用

してもセット品を脱コモディティ化に導く効果は

なく，デバイスだけで収益を確保するか，もしく

は主要デバイスを内作化すべきことが指摘されて

いる（伊藤：2005b，p121）． 
榊原（2005）は，技術標準の獲得に成功した企

業がセット品とデバイスを兼業することは，市場

シェアで高い成果をあげつつも，やがてセット品

のコモディティ化を招くことを指摘する．セット

品とデバイスをともに内作することができる統合

型のものづくり能力を持った企業において，高収

益の期待とは裏腹に事業の収益性を阻害する結果

をもたらしてしまうことを「統合型企業のジレン

マ」と呼ぶ（榊原：2005，p233）． 
また，日本企業の収益性を向上させる方法とし

てよく語られる技術革新型のイノベーションに関

しても，実際には収益に繋がっていないという指

摘がある．小川（2009）は，日本企業がテクノロ

ジーのイノベーションで成果を出せば国際競争力

につながることを前提として事業戦略を考えてき

たことを指摘しており，それゆえに，日本人のイ

ノベーション論はテクノロジーやプロダクトとい

う視点からの「技術革新論」になってしまったと

論じる．ところが，技術が標準化してグローバル

市場に比較優位のオープン国際分業を作り出すと，

その国際分業が組織能力と競争環境との間に乖離

をもたらして日本企業の競争力を弱体化させるた

め，製品アーキテクチャの転換に対応したビジネ

スモデルと知的財産マネジメントを持たなければ

ガラパゴス化は避けられないとするのである（小

川：2009，p7）．実際に，日本企業が開発した技

術標準として 3.5 インチ FD ドライブ，HD ドラ

イブ，CD・DVD ドライブがあったが，結果的に

安定した収益をあげたのは海外メーカーであった．

民生用電子機器で国内メーカーが利益獲得に苦労

したこととは対照的に，Apple など水平分業を徹

底した企業が高収益を上げてきたのは周知のとお

りである．小川（2009）は，日本企業の弱点はテ

クノロジー・イノベーションを収益に転換する「仕

掛け作り」の能力を持ち合わせていないことにあ

ると指摘している（小川：2009，p8）． 
産業発展の初期にプロダクト・イノベーション

が頻繁に生まれ，ドミナント・デザインを経てプ

ロセス・イノベーションが活発になることを産業

成熟化のプロセスと呼んでいるが（Hill and 
Utterback：1979），日本企業もプロダクト・イノ

ベーションとは別に，生産工程を見直してコスト

を下げていくプロセス・イノベーションによって

収益を確保することはできた （１）．しかし，中間

財の完成度がセット品の性能を支配するオープ

ン・モジュール型の製品アーキテクチャでは，プ

ロセス・イノベーションに擦り合わせの組織能力

を取り入れても競争力の強化にはつながらない． 
そもそも，垂直統合型のものづくりであっても，

技術開発を繰り返すことによって中間財の完成度

は高まっていくので，やがて製品はモジュール化

するのであり，機能的価値を高める観点からもモ

ジュール化は悪い存在ではない．問題は，モジュ

ール化がコモディティ化という副作用を発生させ

てしまうことにある．モジュール型のものづくり

で収益を上げるためには，水平分業に転換した上

で組み合わせの能力で差別化するか，イノベーシ

ョンを起こしてアーキテクチャをインテグラルに

引き戻すか，あるいは，モジュール化に相当の年

数を要すると想定される製品に特化して競争領域

のすみ分けを行うという選択肢がある．しかし，

モジュール型の製品アーキテクチャに自社のブラ

ックボックス技術を押し込み，オーバーシュート

気味にハイエンド化を進めてしまったのが国内メ

ーカーの実際であった．すなわち，国内メーカー

は，製品アーキテクチャがどのように変化しよう



製品アーキテクチャと競争優位性 

 

 

山形県立産業技術短期大学校庄内校紀要 No.18, 2022 
 

とも製品差別化で対抗してしまったといえる． 
製品アーキテクチャのモジュール化は，要素技

術が成熟していることの証しであってハイエンド

化を誘発しやすくなり，その影響によって顧客価

値を製品の機能に収斂させていく作用を持ってい

る．それでもなお，技術だけに目を向けて擦り合

わせの能力にこだわり続ければ，製品のハイエン

ド化が競争戦略の全てになってしまい，それが激

しく繰り返されると顧客価値は短期間でオーバー

シュートしてしまう．このことは，製品をどれだ

け高性能化しようとも，顧客はその性能に経済的

価値はないと判断してしまうことを意味する．さ

らに，擦り合わせの能力はモジュール型のアーキ

テクチャとの相性が非常に悪く，すでにモジュー

ル化してしまった産業ではほとんど意味を成さな

い．柴田（2012）は，擦り合わせ能力を駆使して

モジュール化に逆行するような行為をすべきでは

ないと主張しており，かといって，モジュール化

の流れにただ追随していくだけでも疲弊を招くこ

とを主張する．日本企業がモジュール化の流れに

逆らった結果として製品がガラパゴス化したこと

はすでに指摘されたとおりである（柴田：2012，
p7）． 
これらの議論から，アーキテクチャがオープ

ン・モジュール化した製品は，製品差別化に頼ら

ない競争戦略を編み出して収益を上げることが合

理的な選択であるということになる．その競争戦

略が明らかになったとき，産業のポジティブな未

来を展望することが可能になるであろう． 
 

４．おわりに 

 
日本のエレクトロニクス産業は，オープン・モ

ジュール化の波にうまく適合できていない．その

間にもエレクトロニクス産業におけるグローバル

な水平分業は進展し，インテグラル型のものづく

りにこだわることはすでに現実的な方途ではなく

なった．オープン・モジュール化に逆行した結果

として製品がガラパゴス化していくことも避ける

必要がある．したがって，インテグラル型のもの

づくりへのこだわりを捨てて，モジュール型と水

平分業と前提とした新しいビジネスモデルを練り

上げていくことが不可欠である．ファウンドリー

を用いた垂直統合ではなく，ODM や EMS を用

いてファブレス化した海外企業のように「作らな

いメーカー」が競争優位を獲得した現実を直視す

ることがそのための一歩となるであろう． 
 

注 

1) 例えば，ソニーはベルトコンベアに代わりセル方式を

採用する製造革新を行っており，パナソニックも生産技

術開発センターを中心に試作の高速化，製造の省人化・

自動化などのプロセス・イノベーションを行っている． 
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